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ならコープのエネルギー政策

• 東⽇本⼤震災・福島原発事故、吉野地域に⼤きな災
害をもたらした2011年台⾵12号の教訓を踏まえ、
2012年に新たな政策を策定し、
○原発に頼らない社会を⽬指すこと
○吉野地域との共⽣ をうたう

• 2014年 エネルギー政策を策定。2016年に改定し、
2020年までに再⽣可能エネルギー施設を太陽光発
電出⼒換算で5MW建設するとともに、エネルギー
の地産地消の仕組みづくりを⽬指すことが謳われた。
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東吉野 つくばね⼩⽔⼒発電所
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旧つくばね発電所の復活

大正元年12月26日に地元有力者である船津弥八郎氏によって吉

野水力電気株式会社が設立されました。そして大正3年に建設さ
れた「つくばね（筑波峯）発電所」は村の繁栄の象徴として人々
に親しまれていました。しかし、昭和38年に老朽化を理由に稼
動が停止しました。
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つくばね発電所レイアウト
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ならコープでんき職員学習会 組合員さんとのコミュニケーションが事業活動の支えです。

事業活動を通じて、でんきの由来をお伝えし、
ならコープでんきの利⽤者を増やしています。

店舗ででんき加入キャンペーン



ならコープでんき利⽤者の皆さんの
つくばね発電所⾒学会
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2年間で7回、延べ200人を超える参加者がありました。



つくばね⾒学会参加者の声（抜粋）
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地域の人達の情熱ある活動
に心打たれました。地域復興
に生協会員として協力させて
いただける事に感謝します。

つくばね発電所の経緯や意義
などの説明がわかりやすかっ
た。発電機がコンパクトなこと、
ITが駆使されている事に驚か

された。

小さな発電所だからこそ伝
わってくる「気持ち」がダイレ
クトに感じられて参加してよ
かったと思います。これからも
ならコープでんきがもっと広
がっていくように声掛けしてい
きたいと思いました。

一人ではなかなか来れないとこ
ろに連れていただきありがとうご
ざいました。又思いがけないお
いしいランチをいただき、廃校を
リノベされていて懐かしさも感じ

ました。

先人の方々の努力を想いながら
日々大切にでんきを使わせてい

ただこうと思います。



親⼦⾒学会（森のようちえんwith
ナチュラ）
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ならコープでんきの内訳
短期的中期的にはFIT電気
をこれ以上増やすことに
ついては、

・2021年1⽉のような市
場⾼騰の再発リスクが⾼
く、ヘッジ⼿段も⼗分で
ない
・県内で開発可能な太陽
光以外の案件があまりな
い
などの課題
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ならコープの2030年
エネルギー⽬標

• グループ全体でCO2を、2030年
度に13年度⽐で50%削減、2050
年度にゼロ排出とする。

• そのためにならコープでんきの排
出係数を2030年度0.19（基礎排
出係数）まで減らす（現時点では
0.315）

• ⾃前再エネ電源を2030年度まで
に5000MWh/年増加（他電⼒か
らの調達分についても排出係数減
らしていく）

• その他PPA太陽光の全店舗導⼊、
店舗省エネ、配送⾞両EV化など

以上を組合員と職員の議論でとりま
とめました
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下北⼭村・
⼩⼜川⽔⼒発電所更新プロジェクト
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↑取水口

↓発電所

流域面積 5.52k㎡ 総落差 95m



旧⼩⼜川発電所
(1993年〜2017年)

取⽔⼝付近 発電所
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奈良県設置の砂防堰堤副堤の下流部に
村がチロリアン式取水堰堤を腹付け

下北山村スポーツ公園（池原ダム設置

後の元河川敷に設置）の電力を賄う自家
消費発電所（98kW）として運転（余剰は関
西電力に売却）



⼩⼜川発電所出⼒増強改修⼯事①

これまで 改修後
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取水口スクリーンをグレーチング（細か
い）からバースクリーン（粗い）に変更し、
一旦全流量を取水
維持流量分（0.028㎥／s）については沈
砂池余水吐から放流します。



旧発電所除塵スクリーン 新発電所除塵機
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管路の増強

複線化 太い⽔圧管に取り替え
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新設



⽔⾞発電機の更新
旧⽔⾞発電機

（横軸1射ペルトン） 新⽔⾞発電機（2射）
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更新後の発電所の概要及び
施⼯体制

• 最⼤売電出⼒ 179.7kW
• 最⼤取⽔量 0.28㎥／s
• 有効落差 82.0m
• 年間売電量 103万kWh

• 総建設費 3億4500万円（税抜）
• 施⼯ ㈱⽵⽥建設
• 設計 合同会社ハイドロプランニング
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村とならコープが協定を結びました。

①誰もが安⼼してくらし続
けられる地域社会づくり
②地球温暖化対策を推進し、
再⽣可能エネルギーの利⽤
と普及
③地域社会の活性化や住⺠
サービスの向上

に関することを協働事業と
し、取り組みをすすめます。
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2018年10月3日



クラウドファンディングを通じて
「関係⼈⼝」を増やす

建設資⾦の⼀部を社会的
投資ファンド（募集事業
者︓プラスソーシャルイ
ンベストメント㈱）で募
集し、118名から3000万
円の出資を受けました。
多くの⽅々にプロジェク
トや下北⼭村に関⼼を
もってもらい、訪れても
らうきっかけづくりを⽬
指しています。
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3⽉に⽔圧管を埋設して
いる村道が⼤規模に崩
落する事故があり、⻑
期停⽌中（復旧⼯事を
⾏い11⽉再開予定）
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2022年度・23年度FITについて

• 地域活⽤案件の要件を充たすものがFIT対象
• そうでないものはFIP（フィード・イン・プレミ
アム）となり、予め⼩売電気事業者と電⼒売買
契約を結び、そこにプレミアムが上乗せされる
形となる。

• FIT認定のためには接続契約、原則すべての許認
可と地権者との賃貸借契約が揃う必要があり、
詳細設計後となるため、23年度FIT認定のため
には現時点で調査に着⼿しないと間に合わない。
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系統容量とノンファーム接続

② 再⽣可能エネルギーの系統制
約の解消
〇送電網を最⼤限活⽤するため、
空き容量を超えて発電した場合に
は、出⼒を抑えることを条件にし
て接続を認める⽅式（ノンファー
ム型接続）を、基幹系統(概ね
187 キロボルト以上)において令
和３年１⽉から全国展開。さらに、
ローカル系統（概ね 11〜187 キ
ロボルト）に関して、現在、東電
管区内で同⽅式を試験的に導⼊し
ているが、令和６年度末までので
きるだけ早いタイミングで全国展
開する。

27

規制改革の主な成果と当面の課題に
ついて令和３年８月 23 日内閣府規
制改革推進室



地域で⾃家消費型太陽光のモデルづくり

• ⼀般社団法⼈かわかみら
いふへの導⼊事例

施設側の負担はゼロ
導⼊側（コープエナジーな
ら）は150万（補助⾦控除
後）のイニシャルコストを
負担し
消費分 年間60000円程度
売電分 年間30000円程度
で20年契約により回収。
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（PPA＝Power Purchase Agreement）
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スマートフォン
30台を2回フル充電
（1kWh）

冷蔵庫
24時間稼働
（1kWh）

LEDシーリングライト
2台を10時間点灯
（1kWh）

蓄電池(5.6kWh）1台あれば…

テレビ32型
24時間稼働
（1.5kWh）

扇風機
3台を24時間運
転
（0.4kWh）

・満充電であれば、様々な機器を
使うことができます。
・夜間を蓄電池で対応、翌日天候
がよければ太陽光発電により機
器が使用でき、蓄電池にも蓄電さ
れていきます。
・使用可能時間は機器により増
減します。ご了承ください。



かわかみらいふ 発電量シミュレーション
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太陽光発電量のうち、
①かわかみらいふ使用分は・・
→26円/kWh（未確定関西電力様よりは若
干安め設定）で使用いただく。使用量により
ますが、若干電気代は下がります。
②余剰分は関西電力へ売電。（売電収入
はコープエナジーなら）
災害時、系統が切れても太陽光・蓄電池が
使えます。



（参考）かわかみらいふ 電⼒使⽤状況
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事務所
（従量電灯B）

kWh 円 単価
(円/kWh）

4月 1,120 35,198 31.4
5月 1,179 37,314 31.6
6月 1,115 35,636 32.0
7月 1,136 35,356 31.1
8月 1,364 40,725 29.9
9月 1,150 35,117 30.5
10月 817 26,035 31.9
11月 1,024 31,774 31.0
12月 1,323 40,287 30.5
1月 1,372 41,872 30.5
2月 1,300 40,089 30.8
3月 1,074 33,909 31.6
30年度計 13,974 433,309 31.0

・いただいた電力データから、太陽光
発電で賄える事務所（従量電灯B）を
抜粋しました。

・現在の事務所調達単価は31円
/kWh。

・CENが設置した設備の太陽光発電
量のうち、かわかみらいふ様が使う電
力の単価を26円/kWhと仮定。

・年間4,356kWh（推定）の発電量から、
半分の2,000kWhをかわかみらいふ
様が利用された場合、
（31-26）×2,000kWh=10,000円
の電気代削減につながります。



奈良市市⺠共同発電所補助事業

点灯式の様子



EVを活⽤した太陽光蓄電利⽤
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下市町との協定に基づき旧南都銀行下市支店を「ならコープ
下市ステーション」に改装し導入



⾃治体との災害時協定を通じた
発電所→避難場所へのEVによる電

⼒供給
○メリット
・発電施設と避難場所が隣接している場合を
除き、建設コスト・維持管理コストともに送
電⽤の⾃営線を引くよりかなり安い

EV・・・数百万円 給電設備・・・５０
万円／個
・据え置き型蓄電池よりEVの⽅がkWhあた
りの導⼊コストが低い（⽇産リーフで40 
kWh）
・仮に発電所が稼働しなくても通電している
場所まで⾛っていって充電も可能
・⽇常的にも、例えば地域NPO等による⾼齢
者の病院・買い物への送迎や、軽バンなら商
品配達（かわかみらいふのようにラストワン
マイルの受託事業など）も可
・陸屋根など太陽光発電の施⼯コストが⾼い
施設でも太陽光発電の電気を災害時に活⽤可
能
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農福連携による営農型太陽光発電
（検討中）
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すでにある特例子会社が農業の事業主体となり、ハウスの躯体と発電設備を
発電事業者が設置する想定
自家消費、オフサイトPPAで他事業所に送電、ないし非FITで小売電気事業者に販売


